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 頁 修　正　前 修　正　後 修 正 理 由

 2 第１章 本編関連資料 

 

　第１節 総則 

 

１-１ 断層型地震の被害想定 

　１-１-１ 断層を震源とする地震 

　　（２）想定した断層型地震 

　　　２）12 断層の概要 

第１章 本編関連資料 

 

　第１節 総則 

 

１-１ 断層型地震の被害想定 

　１-１-１ 断層を震源とする地震 

　　（２）想定した断層型地震 

　　　２）12 断層の概要 

断層の調査・推計機

関の訂正

 断層名
規 模

（M）

断層規

模（長

さ、幅）

断層の調査・推計

機関

 （略） （略） （略） （略）

 長者ヶ原－芳井

断層

（略） （略） 国（地震調査研究推

進本部）

 （略） （略） （略） （略）

 鹿野－吉岡断層 （略） （略） 国（地震調査研究推

進本部）

 （略） （略） （略） （略）

 宍道湖南方の地

震

（略） （略） 鳥取県

 松江南方の地震 （略） （略） 鳥取県

 宍道断層 （略） （略） 国（地震調査研究推

進本部）

 

断層名
規 模

（M）

断層規

模（長

さ、幅）

断層の調査・推計

機関

 （略） （略） （略） （略）

 長者ヶ原－芳井

断層

（略） （略） 広島県

 （略） （略） （略） （略）

 鹿野－吉岡断層 （略） （略） 鳥取県

 （略） （略） （略） （略）

 宍道湖南方の地

震

（略） （略） 島根県

 松江南方の地震 （略） （略） 島根県

 宍道断層 （略） （略） 島根県
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 14 １-２ 南海トラフ巨大地震の被害想定 

１-２-１ 南海トラフを震源とする地震 

　（１）南海トラフ巨大地震の被害想定調査について（平成 24

年度） 

　　　　南海トラフを震源とする地震は、約 100〜150 年の間

隔で大地震が発生しており、近年では、昭和南海地震

（1946 年）がこれに当たる。すでに、昭和南海地震が

起きてから 70 年以上が経過しており、南海トラフに

おける次の大地震発生の可能性が高まってきている。

国の地震調査研究推進本部では地震の規模や一定期

間内に地震が発生する確率を予測した評価を行って

おり、南海トラフ全体で今後 30 年以内にマグニチュ

ード８～９クラスの規模の地震が発生する確率は、70

～80％とされており、その発生が危惧されるところで

ある。 

　　　　　（略） 

　　　　（新設）

１-２ 南海トラフ巨大地震の被害想定 

１-２-１ 南海トラフを震源とする地震 

　（１）南海トラフ巨大地震の被害想定調査について（令和７

年度） 

　　　　南海トラフを震源とする地震は、約 100〜150 年の間

隔で大地震が発生しており、近年では、昭和南海地震

（1946 年）がこれに当たる。すでに、昭和南海地震が

起きてから約 80 年が経過しており、南海トラフにお

ける次の大地震発生の可能性が高まってきている。国

の地震調査研究推進本部では地震の規模や一定期間

内に地震が発生する確率を予測した評価を行ってお

り、南海トラフ全体で今後 30 年以内にマグニチュー

ド８～９クラスの規模の地震が発生する確率は、80％

程度※とされており、その発生が危惧されるところで

ある。 

　　　　　（略） 

　　　　※令和７年９月 26 日に国の地震調査研究推進本部が

発表した「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版

一部改訂）について」により「60～90％程度以上」に

更新

最新年度への修正、

岡山県地域防災計

画の改訂に伴う修

正及び地震調査研

究推進本部が令和

７年９月 26 日に公

表した更新内容に

伴う注釈の追記

 34 １-４ 過去に発生した主な火災 １-４ 過去に発生した主な火災 

※令和７年３月 23 日発生の岡山市林野火災は、玉野市の焼失面

積が 50ha 以下であるが、社会的影響が大きかったため掲載する。

令和７年３月 23 日

に起きた林野火災

の追記

 

 
出火年月日 出火場所 火災種別 消失面積 損失額

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設）

 
出火年月日 出火場所

 火災

種別
消失面積 損失額

 令和 7 年 3

月 23 日

岡山市南区

飽浦地内

林野 486.0ha 

（玉野市分 14ha）

岡 山 市 分　

未確定 

（ 玉 野 市

分 20,502）
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 40 第２節 災害予防計画 

 

２-３ 各種基礎防災訓練 

　（１０）避難所開設・運営訓練 

　　　市及び県は、新型コロナウイルス感染症対策を含む感染症

の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対

策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。

第２節 災害予防計画 

 

２-３ 各種基礎防災訓練 

　（１０）避難所開設・運営訓練 

　　　市及び県は、（削除）感染症の拡大のおそれがある状況下

での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運

営訓練を積極的に実施する。

岡山県地域防災計

画の修正に伴う修

正

 40 ２-４ 防災知識の普及内容 

（１）住民への普及内容 

1）住宅の耐震化、「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲

料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の

備蓄

２-４ 防災知識の普及内容 

（１）住民への普及内容 

1）住宅の耐震化、感震ブレーカーの設置、「最低３日間、推

奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、

トイレットペーパー等の備蓄

岡山県地域防災計

画の修正に伴う修

正

 49 ２-１９ 津波に係る防災知識の普及 

　（４）家庭内での備蓄等 

1）「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯　ト

イレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持

出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自

動車へのこまめな満タン給油、負傷の防止や避難路の確保

の観点からの家具、ブロック塀等の転倒防止対策、飼い主

による家庭動物（特定動物を除く）への所有明示や同行避

難、指定避難所での飼養についての準備、保険・共済等の

生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

2）（略） 

3）（略） 

4）指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅や職場、ホテル・

旅館等の避難場所、避 難経路等の確認 

２-１９ 津波に係る防災知識の普及 

　（４）家庭内での備蓄等 

1）「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯　ト

イレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持

出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自

動車へのこまめな満タン給油、負傷の防止や避難路の確保

の観点からの家具、ブロック塀等の転倒防止対策、飼い主

による家庭動物（削除）への所有明示や同行避難、指定避

難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再建に

向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

2）（略） 

3）（略） 

4）指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅や職場、ホテル・

旅館等の避難場所、避（削除）難経路等の確認 

用語の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空白の削除

 56 　第３節 災害応急対策計画 

 

別表１（３-２、３-３関係） 

警報注意報発表基準一覧表 

　　令和 6年 5 月 23 日現在 

第３節 災害応急対策計画 

 

別表１（３-２、３-３関係） 

警報注意報発表基準一覧表 

　　令和 7年 5 月 29 日現在 

岡山地方気象台が

令和７年５月 29 日

に公表した更新内

容に伴う修正

 警報 大雨 （浸水害） 表面雨量指数基準 14  警報 大雨 （浸水害） 表面雨量指数基準 16
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60

第３節 災害応急対策計画 

 

３-７ 津波警報・注意報の分類ととるべき行動 

第３節 災害応急対策計画 

 

３-７ 津波警報等の分類ととるべき行動 

表現の修正

 
種

類
発表基準

発表される津波の高さ 想定される被害

ととるべき行動
 数値での発表 （略）

 

大 

津 

波 

警

報

予想される津波 

の高さが高いと 

ころで３ｍを超 

える場合

10ｍ超 

(10ｍ＜予想高さ)

（略）

木造家屋が全壊

・流失し、人は津

波による流れに

巻き込まれます。 

（略）

 10ｍ 

(５ｍ＜予想高さ

≦10 

ｍ)

（略）

 ５ｍ 

(３ｍ＜予想高さ

≦５ 

ｍ)

（略）

 津 

波 

警 

報

予想される津波 

の高さが高いと 

ころで１ｍを超 

え、３ｍ以下の 

場合

３ｍ 

(１ｍ＜予想高さ

≦３ 

ｍ)

（略） （略）

 津 

波 

注 

意

報

予想される津波

の高さが高いと

ころで 0.2 ｍ 

以上、１ｍ以下

の場合で あっ

て、津波による

災害のおそれが

ある場合

１ｍ 

(0.2ｍ≦予想高さ

≦１ 

ｍ)

（略） （略）

 
種

類
発表基準

発表される津波の高さ 想定される被害

ととるべき行動
 数値での発表 （略）

 

大 

津 

波 

警

報

予想される津波

の最大波の高さ

が高いところで

３ｍを超える場

合

10ｍ超 

(10ｍ＜予想され

る津波の最大波の

高さ)

（略）

巨大な津波が襲

い、木造家屋が全

壊・流失し、人は

津波による流れ

に巻き込まれま

す。 

（略）

 10ｍ 

(５ｍ＜予想され

る津波の最大波の

高さ≦10 

ｍ)

（略）

 ５ｍ 

(３ｍ＜予想され

る津波の最大波の

高さ≦５ 

ｍ)

（略）

 津 

波 

警 

報

予想される津波 

の最大波の高さ

が高いと 

ころで１ｍを超 

え、３ｍ以下の 

場合

３ｍ 

(１ｍ＜予想され

る津波の最大波の

高さ≦３ 

ｍ)

（略） （略）

 津 

波 

注 

意

報

予想される津波

の最大波の高さ

が高いところで

0.2 ｍ 以上、１

ｍ以下の場合で

あって、津波に

よる災害のおそ

れがある場合

１ｍ 

(0.2ｍ≦予想され

る津波の最大波の

高さ≦１ 

ｍ)

（略） （略）
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 60 ３-９ 電話及び電報の優先利用 

　　各機関は、災害時における非常通信・重要通信の迅速、円滑

な実施を図り、あらかじめＮＴＴ西日本事業所又はＮＴＴドコ

モ岡山支店に申請し、承認を受けた災害時優先電話により輻輳

を避ける。 

（１）一般電話及び携帯電話 

1）災害時優先電話の承認 

各機関は、災害時における非常通信・重要通信の迅　速、

円滑な実施を図り、かつ、輻輳を避けるため、災害時優先

電話をあらかじめＮＴＴ西日本事業所又はＮＴＴドコモ岡

山支店に申請し、承認を受ける

３-９ 電話及び電報の優先利用 

各機関は、災害時における非常通信・重要通信の迅速、円滑

な実施を図り、あらかじめＮＴＴ西日本株式会社岡山支店又は

株式会社ＮＴＴドコモ岡山支店に申請し、承認を受けた災害時

優先電話により輻輳を避ける。 

（１）一般電話及び携帯電話 

1）災害時優先電話の承認 

各機関は、災害時における非常通信・重要通信の迅速、

円滑な実施を図り、かつ、輻輳を避けるため、災害時優先

電話をあらかじめＮＴＴ西日本株式会社岡山支店又は株式

会社ＮＴＴドコモ岡山支店に申請し、承認を受ける

社名変更に伴う修

正及び表現の修正

 70 ３-１５ 気象注意報・警報等の伝達系統 

　（６）地震情報の伝達系統 

　　2）その他の機関の伝達（参考） 

　　　②　本州四国連絡高速道路株式会社の伝達 

 

 

 

３-１５ 気象注意報・警報等の伝達系統 

　（６）地震情報の伝達系統 

　　2）その他の機関の伝達（参考） 

　　　②　本州四国連絡高速道路株式会社の伝達 

最新の情報に更新

及び表現の修正

 

本州四国連絡高速道路（株） 

岡山管理センター 
（株）ウェザーニューズ 株式会社ウェザーニューズ

本州四国連絡高速道路株式会社 

坂出管理センター 
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 74 ３-１６ 重要な災害情報伝達内容 

　（１）伝達系統 

　　1）災害発生状況報告等

３-１６ 重要な災害情報伝達内容 

　（１）伝達系統 

　　1）災害発生状況報告等

岡山県地域防災計

画の修正（組織の改

正）

 84 　　11）電信電話施設被害 　　11）電信電話施設被害 最新の情報に更新

 96 （注）　記入要領 

表中 

（注）　記入要領 

表中 
漁港及び漁場の整

備等に関する法律

の改正による（令和

６年４月１日施行）

 

漁　　港 漁港漁場整備法
 

漁　　港 漁港及び漁場の整備等に関する法律
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 97 （注）　記入要領 

表中 

（注）　記入要領 

表中 

 

旧事業費国庫負担
法の改正による（
令和６年４月１日
施行）

 128 ３-５２ 応急仮設住宅の建設基準等 

　（４）管理 

（略） 

必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物（特定動物

を除く）の受入れに配慮する。

３-５２ 応急仮設住宅の建設基準等 

　（４）管理 

（略） 

必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物（削除）の

受入れに配慮する。

用語の整理

 132 第４節 災害復旧・復興計画 

 

４-６ 法律等により一部負担又は補助するもの 

2）要綱等 

①（略） 

②（略） 

③上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助

第４節 災害復旧・復興計画 

 

４-６ 法律等により一部負担又は補助するもの 

2）要綱等 

①（略） 

②（略） 

（削除）

公共土木施設災害

復旧事業費国庫負

担法に移行したた

め削除

 
公共土木施設 （新設）

 
公共土木施設 水道、
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 167 第２章 資料集 

 

　第２節 消防関係 

 

１ 自主防災組織の組織状況 

　（１）幼年消防クラブ 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）　 

（２）少年･幼年消防クラブ 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）　 

（３）婦人防火クラブ 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）　 

（４）地域の自主防災組織 

令和６年４月１日現在　 

第２章 資料集 

 

　第２節 消防関係 

 

１ 自主防災組織の組織状況 

　（１）幼年消防クラブ 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部）　 

（２）少年･幼年消防クラブ 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部）　 

（３）婦人防火クラブ 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部）　 

（４）地域の自主防災組織 

令和７年４月１日現在　 

最新の情報に修正

 168 

171

２ 消防専用有線無線通信施設 

６ 車両等保有状況（消防団） 

 

　出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）

２ 消防専用有線無線通信施設 

６ 車両等保有状況（消防団） 

 

　出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部）

最新の情報に更新

 クラブ数 人員

 16 1,299

 クラブ数 人員

 １ 12

 クラブ数 人員

 ４ 193

 団体数 世帯数 組織率（地域）

 71 19,179 71.10％

 クラブ数 人員

 16 1,243

 クラブ数 人員

 １ 12

 クラブ数 人員

 ４ 180

 団体数 世帯数 組織率（地域）

 73 19,162 71.20％
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 169 ３ 消防水利別現有状況 

　　　　　　　出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部） 

　（表中） 

３ 消防水利別現有状況 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部） 

　（表中） 

最新の情報に修正

 170 ４ 特殊機器現有状況（消防署） 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

４ 特殊機器現有状況（消防署） 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

最新の情報に修正

 170 ５ 車両等保有状況（消防本部署） 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

５ 車両等保有状況（消防本部署） 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

最新の情報に修正

 区分 種別 箇所

 
水利

種別
消火栓

公　設 1,699

 私　設 240

 計 1,939

 合計 2,197

 区分 種別 箇所

 
水利

種別
消火栓

公　設 1,693

 私　設 157

 計 1,850

 合計 2,108

 手漕ぎゴムボート ６式

 ＡＥＤ 　９

 手漕ぎゴムボート ５式

 ＡＥＤ（モニター含む） 　16

 広報車 　３ 　　３

 　　計 15 　　４ 　　４ 　　23

 広報車 　４ 　　４

 　　計 16 　　４ 　　４ 　　24
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 200 １３ 管内防火対象物一覧 

出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

１３ 管内防火対象物一覧 

出典：消防年報（令和６年版：玉野市消防本部） 

（表中） 

最新の情報に修正

 214 第３節 避難場所その他 

 

１ 災害時の避難場所 

　（３）協定避難施設 

　　【避難用途：津波避難ビル】 

（表中） 

第３節 避難場所その他 

 

１ 災害時の避難場所 

　（３）協定避難施設 

　　【避難用途：津波避難ビル】 

（表中） 

文言の訂正

 対象物

 合　計 1,804

 ３ ロ 飲食店等 17

 ４ 百貨店、店舗等 77

 ５ イ ホテル等 43

 

６

イ
(３)病院（（１）を除く）、有床診

療所（（２）を除く）、有床助産所
6

 ハ 

（老人福祉施

設、児童養護

施設等）

(１)高齢者施設（６項ロ－１を除

く）
12

 (５)障害者支援施設（６項ロ－５を

除く）
13

 12 イ 工場等 390

 14 倉庫 218

 
16

イ 特定対象物（複合） 108

 ロ 非特定対象物（複合） 82

 対象物

 合　計 1,823

 ３ ロ 飲食店等 18

 ４ 百貨店、店舗等 73

 ５ イ ホテル等 46

 

６

イ
(３)病院（（１）を除く）、有床診

療所（（２）を除く）、有床助産所
5

 ハ 

（老人福祉施

設、児童養護

施設等）

(１)高齢者施設（６項ロ－１を除

く）
10

 (５)障害者支援施設（６項ロ－５を

除く）
14

 12 イ 工場等 396

 14 倉庫 223

 
16

イ 特定対象物（複合） 115

 ロ 非特定対象物（複合） 85

 
No.

施設名 
（協定先）

住所
協定締結 
年月日

受入場所
受入台数 

（駐車台数）

 
No.

施設名 
（協定先）

住所
協定締結 
年月日

受入場所 受入人数
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 216 ２ 要配慮者関連施設 

（１）要配慮者関連施設一覧者関連施設 

（表中） 

２ 要配慮者関連施設 

（１）要配慮者関連施設一覧者関連施設 

（表中） 

最新の情報に修正

 217 

 

 

218

　（２）医療関係施設 

　　　別表１－１のとおり 

 

　　要配慮者関連施設（医療関係施設）位置図 

　　　別図Ａ－１のとおり

（２）医療関係施設 

　　　別表１－２のとおり 

 

要配慮者関連施設（医療関係施設）位置図 

　　　別図Ａ－２のとおり

最新の情報に修正 

※表及び位置図が

入りきらないた

め、別表及び別図

参照

 219 

220 

221 

222

　（３）高齢者関係施設 

別表２－１のとおり 

 

要配慮者関連施設（高齢者関係施設）位置図 

別図Ｂ－１のとおり

（３）高齢者関係施設 

別表２－２のとおり 

 

要配慮者関連施設（高齢者関係施設）位置図 

別図Ｂ－２のとおり

最新の情報に修正 

※表及び位置図が

入りきらないた

め、別表及び別図

参照

 223 

 

 

224

（４）障害（児）者関係施設 

別表３－１のとおり 

 

要配慮者関連施設（障害（児）者関係施設）位置図 

　　別図Ｃ－１のとおり

（４）障害（児）者関係施設 

別表３－２のとおり 

 

要配慮者関連施設（障害（児）者関係施設）位置図 

　　　別図Ｃ－２のとおり

最新の情報に修正 

※表及び位置図が

入りきらないた

め、別表及び別図

参照
 225 （５）児童関係施設 

別表４－１のとおり

（５）児童関係施設 

別表４－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照
 227 

 

 

228

　（６）学校教育施設 

　　　別表５－１のとおり 

 

要配慮者関連施設（学校教育施設）位置図 

別図Ｄ－１のとおり

　（６）学校教育施設 

　　　別表５－２のとおり 

 

要配慮者関連施設（学校教育施設）位置図 

別図Ｄ－２のとおり

最新の情報に修正 

※表及び位置図が

入りきらないた

め、別表及び別図

参照

 施設区分 施設の種別 施設数

 医療関係施設 

10施設
病院 7

 高齢者関係施設 

（地域密着型分離） 

91 施設

通所介護事業所 15

 
地域密着型通所介護事業所 13

 施設合計 184

 施設区分 施設の種別 施設数

 医療関係施設 

10施設
病院 6

 高齢者関係施設 

（地域密着型分離） 

91 施設

通所介護事業所 14

 
地域密着型通所介護事業所 12

 施設合計 181
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 229 （７）浸水想定区域・土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

別表６－１のとおり

（７）浸水想定区域・土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

別表６－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照

 232 ４ 市保有車両（消防を除く） 

　別表７－１のとおり

４ 市保有車両（消防を除く） 

　別表７－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照
 233 ５ ごみ、し尿等運搬車両台数 

　（１）ごみ 

（表中） 

５ ごみ、し尿等運搬車両台数 

　（１）ごみ 

（表中） 

最新の情報に修正

 234 ８ 市内輸送業者等の保有車両等台数（貨物） 

（表中） 

（令和６年４月 1 日現在）　 

８ 市内輸送業者等の保有車両等台数（貨物） 

（表中） 

（令和７年４月 1 日現在）　 

最新の情報に修正

 236 ９ 市内輸送業者等の保有車両等台数（バス） 

（表中） 

９ 市内輸送業者等の保有車両等台数（バス） 

（表中） 

最新の情報に修正

 236 １１ 市内輸送業者等の保有船舶数（船舶－貨物） 

（表中） 

１１ 市内輸送業者等の保有船舶数（船舶－貨物） 

（表中） 

最新の情報に修正

 242 ２０ 病院一覧 

別表８－１のとおり 

２０ 病院一覧 

別表８－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照

 軽トラック １ ３ ４ ８

 重機等 ５ ０ ０ ５

 軽ダンプ ２ ３ ４ ９

 重機等 ６ ０ ０ ６

 
（社）岡山県トラック協会　玉野

分会

（略） 会員保有車両

 （略） 488 台

 
（社）岡山県トラック協会　玉野分

会

（略） 会員保有車両

 （略） 484 台

 
両備ホールディングス
(株)玉野営業所

（略）
保有車両

 乗合 貸切 計

 （略） 39 台 １台 40 台

 
両備ホールディングス
(株)玉野営業所

（略）
保有車両

 乗合 貸切 計

 （略） 34 台 ２台 36 台

 
組合名称 （略）

鉄鋼船舶 木製船舶

 隻 数 総トン数 隻 数 総トン数

 
岡山中部海運組合 （略） 17 6,079t － －

 
組合名称 （略）

鉄鋼船舶 木製船舶

 隻 数 総トン数 隻 数 総トン数

 
岡山中部海運組合 （略） 17 5,813t － －
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 242 ２１ 医師会 

（表中） 

２１ 医師会 

（表中） 

最新の情報に修正

 243 ２２ 救急医薬品等の緊急調達先 

　病院、医師会、救急医薬品等の緊急調達先の位置図 

　　別図Ｅ－１のとおり

２２ 救急医薬品等の緊急調達先 

　病院、医師会、救急医薬品等の緊急調達先の位置図 

　　別図Ｅ－２のとおり

最新の情報に修正 

※位置図が入りき

らないため、別図参

照
 272 第４節 関連規定等 

 

３ 玉野市防災会議委員機関一覧 

　　別表９－１のとおり

第４節 関連規定等 

 

３ 玉野市防災会議委員機関一覧 

　別表９－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照

 274 

276

第５節 災害協定等 

 

１ 災害時協定一覧 

　（２）民間協定 

　　　別表１０－１のとおり

第５節 災害協定等 

 

１ 災害時協定一覧 

　（２）民間協定 

　　　別表１０－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照

 276 ２ 防災関連項目を含む包括協定一覧 

　　別表１０－１のとおり

２ 防災関連項目を含む包括協定一覧 

　　別表１０－２のとおり

最新の情報に修正 

※表が入りきらな

いため、別表参照

 
名称 （略） 加入医療機関数

 
玉野市医師会 （略） 42

 
名称 （略） 加入医療機関数

 
玉野市医師会 （略） 39


